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代表執行役社長
グループＣＥＯ

鬼頭　弘泰

新社名のもと
事業領域を拡大し、
FinTech・仮想通貨に
おける取り組みを強化

株主の皆様へ

当第２四半期連結累計期間は、低調な相場環境を受けて
利益率の高い店頭ＦＸの収益が減少し、前年同期比で減収 
減益となりましたが、この３月より運用を開始したビッグデータ 
解析を活用した店頭F Xの収益性改善プロジェクトは順調に
進捗しており、その結果に確かな手ごたえを感じています。
今後、解析の精度を上げ、さらなる収益拡大を目指します。

当社グループは、「強いものをより強くする」の方針のもと、
主要商品である店頭ＦＸの収益拡大に注力していますが、来年
度は株式においても一般信用売りのサービスの導入、ツール
改善や銀証連携などの取り組みを進めることでさらなる強化
を図り、より多くのお客様から選ばれる証券会社となることを
目指します。

また、当社は、ＧＭＯインターネットグループのインターネット 
金融事業を統括するグループ会社としての位置づけを明確
化するため、2017年10月１日付で「ＧＭＯフィナンシャル
ホールディングス株式会社」へと社名を変更しました。既存
事業領域でのさらなる成長に加えて、今後、仮想通貨やネット
銀行など新しい金融領域での事業展開を強化します。この 
一環として2017年９ 月、社名変更に先駆けて仮想通貨 
関連事業を展開するＧＭＯコイン株式会社を連結子会社化 
しました。口座数の伸びは当社グループの商品で過去最高
の勢いがあり、高い成長性が見込めます。今後、グループ 
シナジーを活かして、成長機会を追求していきます。

ご支援くださっている株主の皆様のご期待に応えるべく、
グループ一丸となって、テクノロジーを活かした次世代型金融 
サービスを提供し、大きく成長できるよう全力で取り組んで 
いきます。引き続き、当社グループへの長期的なご支援を 
賜りますようお願い申し上げます。
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■ 四半期業績推移

▼第２四半期業績のポイント

店頭FX収益の減少により減益

決算ダイジェスト� （2017年４月１日～2017年 9 月30日）

当第 2 四半期

営業収益

13,830�百万円

営業利益

4,825�百万円

（前年同期比△0.1%） （前年同期比△10.7%）

経常利益

4,723�百万円

親会社株主に帰属する四半期純利益

3,664�百万円

（前年同期比△11.9%） （前年同期比△1.3%）

当第２四半期業績レビュー
当第２四半期連結累計期間（４－９月）は、昨年６月の英国

国民投票が追い風となった前年同期との比較では、店頭ＦＸ収
益等の減少により、営業収益は前年並みとなったものの、減益
の着地となりました。

一方、四半期ごとの業績をみると、当第２四半期連結会計期
間（７－９月）の営業収益、営業利益はともに前年同期比で増
加、また、前四半期比でもほぼ同水準を確保しました。今年３
月より開始したカバー取引最適化に向けたビッグデータ解析の
活用により、店頭ＦＸの収益率は改善傾向で推移しています。



Topics
仮想通貨関連事業を展開する
GMOコインを連結子会社化

ビットコインなどの仮想通貨は、支払・決済手段として徐々
に導入が進むとともに、投資対象としての需要が急速に拡大
しています。2017年 4 月に改正資金決済法が施行され、仮
想通貨交換業者の登録制が義務化※されましたが、仮想通貨
は、今後も法規制等の整
備とともに、その流通量も
増加し、大きな成長が見
込める分野であると考え
ています。

このような環 境の中、
当社は2017年 9 月、そ
れまで持分法適用関連会社であったG M Oコイン株式会社

（以下、G M Oコイン）の株式を追加取得し、同社を連結子会
社化しました（追加取得後の議決権所有割合58.3％）。仮想
通貨業界の黎明期であるこの時期にG M Oコインとの連携を
強化し、当社グループが店頭F Xで培ったノウハウ・技術を活
かすことで、より利便性の高いサービスを実現し、成長を図っ
ていきます。
※GMOコインは2017年 9 月29日に仮想通貨交換業者として金融庁より登録されました。

インターネット銀行事業について
GMOインターネットグループとあおぞら銀行グループが共同

で開始準備を進めているインターネット銀行事業について、事業
主体となるあおぞら信託銀行株式会社の社名を「GMOあおぞ
らネット銀行株式会社」へと変更すること、また、インターネット
銀行の開業を2018年 7 月（予定）とすることが決定しました。

「すべてはお客さまのために。No.1テクノロジーバンクを目指
して」のコーポレートビジョンのもと、金融とITの融合による、お
客様にとって利便性の高い新しい金融サービスを提供するべく、
開業に向けた準備を進めています。

GMOクリック証券と銀行普通預金口座との連携サービス（優
遇金利を適用予定）もいよいよ始まります。今後の展開にご期
待ください。

新社名（変更時期：2018年6月予定）



株主還元方針と配当の状況

当社は、株主に対する利益還元と内部留保の充実を総合的に
勘案し、親会社株主に帰属する当期純利益に対する配当性向
50％を目途に、四半期ごとに配当することを目標としておりま
す。

2017年12月期第 2 四半期末配当につきましては、上記方針
に基づき１株当たり8.50円といたしました。

（単位：円） 1Q 2Q 3Q 4Q 年間

2017年３月期 9.70 6.15 6.68 3.64 26.17

2017年12月期 6.90 8.50 ー ー ー

Topics

タイ王国でインターネット証券事業が始動
当社は、ASEAN 域内最大の株式売買代金を誇るタイ市場へ

参 入 する べく、2016年11月 に 現 地 法 人GMO-Z com 
Securities （Thailand） Limited（以下、Z com Securities）を
設立しました。

Z com Securitiesでは、これまで開業に向けた準備を進め
てきましたが、2017年11月より、現地の投資家のお客様を対
象にインターネット証券取引サービスの提供を開始しました。開
業に際して開催したプレスカンファレンスも盛況に終わり、国内
外のメディアでも取り上げられ注目を集めました。

現物取引に加えて、タイ王国では、まだシェアの小さい信用取
引にも他社に先駆けて注力することで成長を図り、同国の証券
市場のさらなる発展に貢献していきます。



会社概要
商 号 GMOフィナンシャルホールディングス株式会社

（GMO Financial Holdings, Inc.）
本店所在地 〒150-0031

東京都渋谷区桜丘町20-1　渋谷インフォスタワー
代 表 者 代表執行役会長　高島　秀行

代表執行役社長　鬼頭　弘泰
事 業 内 容 金融商品取引業等を行うグループ会社の経営管理

ならびにこれに附帯する業務
設 立 2012年 1 月 4 日
資 本 金 582百万円
従 業 員 数 344名（連結）

ホームページのご案内

会社情報� （2017年 9 月30日現在）

月次開示情報や決算説明資料、各種開示資料等、タイムリーな情報提供に
努めています。ぜひ、ご覧ください。

https://www.gmofh.com/

株主メモ
上場証券取引所 東京証券取引所 JASDAQスタンダード
証 券 コ ー ド 7177 上 場 日 2015年４月１日
事 業 年 度 1 月 1 日～12月31日 定時株主総会 毎年 3 月
定時株主総会基準日 12月31日 1単元の株式数 100株
剰余金の配当基準日 ３月31日、６月30日、９月30日、12月31日
株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社 
同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

東京都府中市日鋼町 1 - 1
郵送先：〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
TEL：0120-232-711（通話料無料）
受付時間：土・日・祝祭日等を除く平日9：00～17：00

各種事務手続き 株式に係る各種事務手続きの詳細につきましては、下記の三菱
UFJ信託銀行株式会社のホームページをご参照ください。
http://www.tr.mufg.jp/daikou/
なお、証券会社の口座で株式を保有されている株主様の住所変更、配
当金受取方法のご指定等のお手続きについては、お取引の証券会社へ
ご連絡ください。

公 告 の 方 法 電子公告　公告URL：https://www.gmofh.com/
※ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告による公告が

できない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

※1

※2

※1.決算期変更の経過期間となる第 7 期は、4 月 1 日～12月31日となります。
※2. 株主名簿管理人の事務拠点の移転に伴い、2017年 8 月14日付にて上記のとおり変更し

ています。


